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埼玉県議会令和５年１２月定例会付議予定議案件名表 

【議案】 

予算 

案件名 概要 

１ 

令和５年度埼玉県一般会計補正予算（第３号） 補正前 ２，２４５，９８９，４５８千円 

補正額  ９６，８８１千円 

補正後 ２，２４６，０８６，３３９千円 

対当初比  １０１．６％ 

２ 

令和５年度埼玉県工業用水道事業会計補正予算 

（第１号） 

補正前 ２，７９７，５８３千円 

補正額  ０千円（債務負担行為） 

補正後 ２，７９７，５８３千円 

対当初比 １００．０％ 

３ 

令和５年度埼玉県水道用水供給事業会計補正予算 

（第１号） 

補正前 ９１，２６９，１１３千円 

補正額  ０千円（債務負担行為） 

補正後 ９１，２６９，１１３千円 

対当初比 １００．０％ 

４ 

令和５年度埼玉県地域整備事業会計補正予算 

（第１号） 

補正前 ８，２８６，９３９千円 

補正額  ４８７，８０５千円 

補正後 ８，７７４，７４４千円 

対当初比  １０５．９％ 

資料１ 
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条例 

案件名 概要 

１ 

知事の権限に属する事務処理の特例に関する

条例の一部を改正する条例 

【企画財政部】 

１ 趣  旨 

 市町村への権限移譲の推進を図るため、知事の権限に属する事務の一部を市町村が処理することとし、及び規定

の整備をするための改正 

２ 内 容 

（1） 処理する市町村が拡大する事務 ７事務

（例）屋外広告物の許可等 新たに蕨市へ移譲

（2） 移譲を行う事務範囲の拡大   ２事務

（例）特定非営利活動法人の設立認証等 加須市他４市

（3） 規定の整備

３ 施行期日 

令和６年４月１日等 

２ 

埼玉県男女共同参画推進センター条例の一部

を改正する条例 

【県民生活部】 

１ 趣  旨 

 困難な問題を抱える女性への支援に関する法律の施行を踏まえ、困難な問題を抱える女性への支援体制を強化す

るため、埼玉県婦人相談センターを埼玉県男女共同参画推進センターに統合等するための改正 

２ 内 容 

（1） 埼玉県婦人相談センターを埼玉県男女共同参画推進センターへ統合

（2） 困難な問題を抱える女性への支援に関する法律の施行に伴う事務の追加

（例）困難な問題を抱える女性への相談支援、自立支援の実施

３ 施行期日等 

（1） 施行期日 令和６年４月１日

（2） 附則で廃止する条例 埼玉県婦人相談センター条例
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案件名 概要 

３ 新 

埼玉県女性自立支援施設の設備及び運営に関

する基準を定める条例 

【県民生活部】 

１ 趣  旨 

 困難な問題を抱える女性への支援に関する法律の施行に伴い、女性自立支援施設の設備及び運営に関する基準を

定めるための条例の制定 

２ 内 容 

（1） 設備の基準

（例）事務室、相談室、宿直室、居室、集会室兼談話室、静養室等を設けなければならない

（2） 運営の基準

（例）職員による入所者又はその家族の秘密漏えい禁止

３ 施行期日等 

（1） 施行期日 令和６年４月１日

（2） 附則で廃止する条例 埼玉県婦人保護施設の設備及び運営に関する基準を定める条例

４ 

埼玉県手数料条例の一部を改正する条例 

【危機管理防災部】 

１ 趣  旨 

 地方公共団体の手数料の標準に関する政令の一部改正に伴い、認定高度保安実施者が行う高圧ガス保安法に基づ

く完成検査に合格した貯蔵施設等について、液化石油ガスの貯蔵施設等の設置又は変更の完成検査手数料の額を定

めるための改正 

２ 内  容 

液化石油ガスの貯蔵施設等の設置又は変更の完成検査手数料 

（認定高度保安実施者が行う高圧ガス保安法に基づく完成検査に合格している場合） 

１施設当たり５，８００円 

３ 施行期日 

公布の日 
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和解 

 

  

案件名 概要 

１ 

和解することについて 

 

【環境部】 

 

 原子力損害賠償紛争解決センター令和３年（東）第２４５号事件に関して和解することについて、地方自治法第９

６条第１項第１２号の規定に基づき議決を求めるもの  

  

１ 事 件 名 原子力損害賠償紛争解決センター令和３年（東）第２４５号事件 

  

２ 事件の概要   

    平成２３年３月１１日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う東京電力株式会社福島第一原子力発電所の事故

により生じた損害について、県から東京電力ホールディングス株式会社を被申立人として、令和３年２月２６日原

子力損害賠償紛争解決センターに当該損害に係る紛争の和解を仲介する申立てをしていたもの     

 

３ 和解の概要 

    相手方は、県に対し、和解金として金５８，７４６，９４１円を支払う 
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事件議決 

案件名 概要 

１ 

当せん金付証票の発売について 

 

【企画財政部】 

 

 公共事業等の費用の財源に充てるため、令和６年度中において発売する全国自治宝くじ及び関東・中部・東北自治

宝くじの発売金額の範囲について、当せん金付証票法第４条第１項の規定に基づき議決を求めるもの 

 

 令和６年度発売限度額 ４２０億円（前年度 ４２０億円） 

２ 

指定管理者の指定について（埼玉県県民活動総

合センター） 

 

【県民生活部】 

 

 埼玉県県民活動総合センターの管理に関し、指定管理者を指定するため、地方自治法第２４４条の２第６項の規定

に基づき議決を求めるもの 

 

１ 指定管理者 公益財団法人いきいき埼玉（埼玉県北足立郡伊奈町） 

 

２ 指定の期間 令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで 

 

３ 選定方法 公募 

３ 

指定管理者の指定について（埼玉県立児童養護

施設いわつき） 

 

【福祉部】 

 

 埼玉県立児童養護施設いわつきの管理に関し、指定管理者を指定するため、地方自治法第２４４条の２第６項の規

定に基づき議決を求めるもの 

 

１ 指定管理者 社会福祉法人埼玉県社会福祉事業団（埼玉県比企郡嵐山町） 

 

２ 指定の期間 令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで 

 

３ 選定方法 公募 
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案件名 概要 

４ 

指定管理者の指定について（埼玉県産業文化セ

ンター） 

【産業労働部】 

 埼玉県産業文化センターの管理に関し、指定管理者を指定するため、地方自治法第２４４条の２第６項の規定に基

づき議決を求めるもの 

１ 指定管理者 公益財団法人埼玉県産業文化センター（埼玉県さいたま市） 

２ 指定の期間 令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで 

３ 選定方法 随意 

５ 

指定管理者の指定について（埼玉県種苗センタ

ー） 

【農林部】 

 埼玉県種苗センターの管理に関し、指定管理者を指定するため、地方自治法第２４４条の２第６項の規定に基づき

議決を求めるもの 

１ 指定管理者 公益社団法人埼玉県農林公社（埼玉県行田市） 

２ 指定の期間 令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで 

３ 選定方法 随意 

６ 

指定管理者の指定について（さいたまスーパー

アリーナ） 

【都市整備部】 

 さいたまスーパーアリーナの管理に関し、指定管理者を指定するため、地方自治法第２４４条の２第６項の規定に

基づき議決を求めるもの 

１ 指定管理者 株式会社さいたまアリーナ（埼玉県さいたま市） 

２ 指定の期間 令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで 

３ 選定方法 随意 
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案件名 概要 

７ 

指定管理者の指定について（こども動物自然公

園） 

 

【都市整備部】 

 

 こども動物自然公園の管理に関し、指定管理者を指定するため、地方自治法第２４４条の２第６項の規定に基づき

議決を求めるもの 

 

１ 指定管理者 公益財団法人埼玉県公園緑地協会（埼玉県さいたま市） 

         

２ 指定の期間 令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで 

 

３ 選定方法 公募 

 

 

 

８ 

指定管理者の指定について（熊谷スポーツ文化

公園） 

 

【都市整備部】 

 

 熊谷スポーツ文化公園の管理に関し、指定管理者を指定するため、地方自治法第２４４条の２第６項の規定に基づ

き議決を求めるもの 

 

１ 指定管理者 公益財団法人埼玉県公園緑地協会（埼玉県さいたま市） 

 

２ 指定の期間 令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで 

 

３ 選定方法 公募 

 

 

 

９ 

指定管理者の指定について（さいたま文学館） 

 

【教育局】 

 

 さいたま文学館の管理に関し、指定管理者を指定するため、地方自治法第２４４条の２第６項の規定に基づき議決

を求めるもの 

 

１ 指定管理者 株式会社ケイミックスパブリックビジネス（東京都千代田区） 

 

２ 指定の期間 令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで 

 

３ 選定方法 公募 
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案件名 概要 

１０ 

荒川左岸北部流域下水道の維持管理に要する

経費の関係５市の負担額について 

【下水道局】 

 荒川左岸北部流域下水道の維持管理に要する経費について関係市が負担すべき金額を定めるため、下水道法第３１

条の２第２項の規定に基づき議決を求めるもの  

１ 関 係 市 熊谷市ほか４市 

２ 負 担 額 各市の排水汚水量に１．０立方メートル当たり４６円を乗じて得た額 

１１ 

利根川右岸流域下水道の維持管理に要する経

費の関係４市町の負担額について 

【下水道局】 

 利根川右岸流域下水道の維持管理に要する経費について関係市町が負担すべき金額を定めるため、下水道法第３１

条の２第２項の規定に基づき議決を求めるもの  

１ 関係市町 本庄市ほか３町 

２ 負 担 額 各市町の排水汚水量に１．０立方メートル当たり１０５円を乗じて得た額 

ただし、令和７年度までにあっては９９円 
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【報告】 
地方自治法第１８０条第２項の規定による知事専決処分報告 

案件名 概要 

１ 

地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関

係条例の整備に関する条例 

 

【総務部】 

 

 地方自治法の一部改正に伴う規定の整備を行うため、地方自治法第１８０条第１項の規定により専決処分した

ことについて、同条第２項の規定に基づき議会に報告するもの  

  

１ 専決処分年月日 令和５年１０月２３日  

  

２ 専決処分理由 地方自治法の一部改正に伴い、規定の整備をするため  

    

３ 改 正 内 容 同法の適用規定 

          「第２４３条の２の２」 → 「第２４３条の２の８」等 

  

４ 施 行 期 日 令和６年４月１日 

 

２ 

損害賠償の額を定めることについて 

 

【総務部】 

 

 公務員の職務に係る損害賠償の額を定めるため、地方自治法第１８０条第１項の規定により専決処分したこと

について、同条第２項の規定に基づき議会に報告するもの  

 

１ 専決処分年月日 令和５年１１月６日 
 
２ 専決処分理由 公務員の職務に係る損害賠償額の決定のため 
 
３ 相 手 方 コフジ物流株式会社 

           代表取締役 堂坂 佳延 
 
４ 事 案 の 概 要  

    令和５年１０月１１日、狭山市内の路上において、県職員が軽油の抜取り調査を実施した際、過失により

相手方が所有するトラックの燃料タンクとは別のタンクに軽油を入れたことにより、別のタンク等の交換が必

要となったもの 

 

５ 損 害 賠 償 額 １６２，１９７円 
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案件名 概要 

３ 

損害賠償の額を定めることについて 

【警察本部】 

 退職手当の未払いに係る損害賠償の額を定めるため、地方自治法第１８０条第１項の規定により専決処分した

ことについて、同条第２項の規定に基づき議会に報告するもの  

１ 専決処分年月日 令和５年１０月３１日 

２ 専決処分理由 退職手当の未払いに係る損害賠償額の決定のため 

３ 相 手 方 退職した職員（１名） 

４ 事 案 の 概 要 

   埼玉県を退職した相手方について、確認が不十分であったため、退職手当を支給せずに遅延損害金を生じさ

せたもの 

５ 損 害 賠 償 額 ２，１８１円 

４ 

損害賠償の額を定めることについて 

【警察本部】 

 退職手当の未払いに係る損害賠償の額を定めるため、地方自治法第１８０条第１項の規定により専決処分した

ことについて、同条第２項の規定に基づき議会に報告するもの  

１ 専決処分年月日 令和５年１０月３１日 

２ 専決処分理由 退職手当の未払いに係る損害賠償額の決定のため 

３ 相 手 方 退職した職員（１名） 

４ 事 案 の 概 要 

   埼玉県を退職後、翌日から埼玉県以外の地方公共団体の職員となった相手方について、 当該地方公共団体に

おいて埼玉県における勤続期間を通算した退職手当が支給されるものと誤認したことにより、 退職手当を支

給せずに遅延損害金を生じさせたもの 

５ 損 害 賠 償 額 １７，５５５円 
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審査請求の却下に関する報告 

 

  

案件名 概要 

１ 

審査請求の却下に関する報告 

 

【都市整備部】 

  

 公の施設を利用する権利に関する処分についての審査請求を却下したことについて、地方自治法第２４４条の

４第４項の規定に基づき議会に提出するもの 

 

１ 審査請求の概要 

  しらこばと公園において水着撮影会を開催予定であった主催者に対して、公益財団法人埼玉県公園緑地協会

が令和５年６月１１日付で行った行為許可申請に係る不許可処分の取消しを、当該水着撮影会への参加の機会

を奪われたと主張する者が求めていたもの 

 

２ 却下した理由 

  審査請求人は、行政不服審査法第２条に規定する行政庁の処分に不服がある者と認められず、同法第４５条

第１項の審査請求が不適法である場合に該当するため 
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年次報告  

 

 
 

案件名 概要 

１ 

環境の状況に関する年次報告 

 

【環境部】 

 

 

 

 

 

 

 

  

 令和４年度における環境の状況並びに環境の保全及び創造に関して講じた施策について、埼玉県環境基本条例

第８条の規定に基づき議会に報告するもの 


